別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：防災総務費
	事業名: 被害情報集約システム維持管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　知事直轄　危機管理部門　防災課　防災通信担当　電話番号：058-272-1111（内2745）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11115@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：　6,230千円（前年度予算額：6,230千円）

	事業内容


	１　事業の内容


災害発生時における県の重要な業務として、県内の被害状況の収集・集約業務があり、災害対応を行う前提として県内の状況を把握することは必要不可欠といえる。この業務を迅速、的確に行うために平成２１年度に「被害情報集約システム」を整備し、県内市町村の被害情報を集約する業務を行っている。本事業はこのシステムの維持管理のための費用である。
・システムの運用・障害対応
　　 ・組織変更への対応等、軽微な改修
　　 ・担当職員に対して、操作説明等の研修会を実施
　なお、「システム開発工程の全てを一括した調達を原則とする」(情報システム関連調達に関する調達基準)との県方針に従い、５年間の運用、保守を含めた契約とし、債務負担行為を設定している。
	２　所要経費


     内訳

・システム運用・保守　　　　　　　 4,679千円（債務負担）
　   ・電気代　　　　　　　　　　　　　 1,551千円
　　　　　　　　　　合計　　　　　　　　6,230千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり

６ 社会資本の安全性が高く、災害への備えが整った地域をつくる

・地域では実施できない支援を推進する
	２　これまでの取組状況


・県内の被害情報を集約するシステムとしては、県内の多数の市町村の被災情報を迅速・的確に集約するため平成１３年度に構築された（本システム構築前までは手作業で集約をしていた）。その機能は平成１７年度構築の総合防災情報システムに受け継がれた。

・平成２１年度、岐阜県総合防災情報システムの後継システムとして、最低限必要な機能(被害情報集約・共有および情報提供)に絞り込んだ小規模システムとして構築し現在に至っている。
	３　これまでの取組に対する評価


現システムでは「７．１５豪雨災害」をはじめ、大小の災害において情報集約を実施している。

その中核機能である被害情報集約、共有および情報提供機能は、前システム（総合防災情報システム）と同様に維持されている。インターネットの活用により、低コストで業務を継続し、迅速・的確な県内の情報集約に寄与している。
	１月１５日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	6,230
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,230

	要求額
	6,230
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,230

	1月15日時点査定額
	6,230
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,230

	決定額
	6,230
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,230


